
目 的

平成12年（2000年）９月「中部及び西部太平洋にお

ける高度回遊性魚類の保存管理に関する条約」（MHLC

条約）の採択に伴い，我が国200海里水域内の漁獲を含

め，本条約水域内のかつお・まぐろ類の漁獲が国際管理

の対象となる。我が国はこの条約について沿岸国の意志

が強く反映され，漁業国の立場が尊重されていないため，

条約に署名していないが，科学的な評価に基づく漁獲可

能量の設定等の国際的管理措置の必要性については明確

に認めている。このため，条約に基づく科学的検討に的

確に対応すべく，我が国周辺水域におけるカツオ・マグ

ロ類の資源調査を拡充し，詳細な漁獲モニター，大規模

標識放流調査等の調査を実施し，我が国が漁獲している

当該資源について，科学的知見を全国的な協力体制のも

とで収集することになった。このような状況の中，本県

周辺水域においては，高度回遊性魚類が来遊し，多種多

様な漁法で漁獲されていることから，全国調査の中でこ

れら資源の本県における漁獲実態調査を実施する。なお，

従来漁況海況予報関連事業で実施されていた，カツオ・

ビンナガに関する漁況予報に関しては，本事業において

「来遊資源量予測」という形で実施した。

方 法

沿岸小型船による一本釣り（竿釣り，曳縄漁業）及び

延縄漁業によるカツオ・マグロ類（クロマグロ，キハダ，

メバチ，ビンナガ）の県内主要水揚げ港である和具，浜

島，田曽浦，長島，尾鷲の５港と大中まき網漁業がある

奈屋浦港の計６港において，漁業種類別水揚げ量調査を

実施した。また，和具と浜島の２港においては漁獲物の

魚体測定を実施した。熊野灘沿岸の大型定置網ではマグ

ロ類がある程度まとまって入網することから，上記６港

の集計とは別に県内大型定置網16ケ統のカツオ・マグ

ロ類水揚げ量調査を実施した。近海・遠洋における中

型・大型竿釣り船の動向については，三重県漁労通信連

合会及び近海漁労通信連合会所属船から「無線漁況連絡

聴取簿」（ＱＲＹ情報）の提供を受け，カツオ・ビンナ

ガ漁船の月別・旬別稼働隻数及び漁獲量を緯度・経度毎

に整理し，漁場の推移や漁況と海況の関連等について検

討を行った。

結果および考察

詳細については，関連報文に記載しているため以下に

概要を記す。

１．沿岸漁況

県内主要６港の魚種別・銘柄別・漁法別漁獲状況を以

下に示す。

平成15年（2003年）のマグロ類の水揚げ量は354ト

ンで前年の423トンに比べて約70トン減少した。前年に

比べてクロマグロ（本年19.9トン前年8.6トン）とキハ

ダ（本年195.7トン前年146.8トン）は増加したが，メ

バチ（本年14.4トン前年24.4トン）とビンナガ（本年

123.7トン前年243.3トン）の減少分が上回った。クロ

マグロの水揚げ量は，過去最低であった前年の8.6トン

から，19.9トンへと増加した。１～６月期の水揚げ量は

1.6トンと2002年同期3.4トン（47％），2001年同期4.4

トン（36％）を大きく下回った。７～12月期は18.3ト

ンと2002年同期5.1トン（359％），2001年同期17.3ト

ン（106％）を上回った。従来漁獲の主体を占めていた

浜島港と和具港共前年に引き続いて少なく（沿岸小型曳

縄船と沿岸カツオ一本釣船による水揚げが主体），紀伊

長島（曳縄・中型まき網）や奈屋浦（中型まき網）で多

かった。漁業種類別にもう少し詳しく見ると沿岸竿釣り

漁は前年109㎏から３トン，曳き縄漁は同485㎏から5.5

トンとなっている。これは前年（2002年）の漁獲量が

非常に少なかったためであり，前々年（2001年）のレ

ベルに戻った。一方，まき網漁は前年707㎏から5.9ト

ンと大幅に増加しており，先にも述べた水揚げ港別の結

果を反映したものとなっている。また，県内大型定置網

漁（16ケ統）でのクロマグロ水揚げは１・７月に１ト

ン前後の水揚げがあった他は全般に低調で，年間のクロ

マグロ水揚げ量も4.6トンと前年水揚げ量15.4トン，平

年（過去11年）水揚げ量10.2トンに比べ前年比30％，

平年比45％と低調であった。このように大型定置網の

水揚げ量からも今漁期の熊野灘海域へのクロマグロ来遊
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